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本稿では、新規参入や退出iこ影響さと与える繋留を笑証的に分析する。

を対象に使用可能なデータベースを用いて、どのような産業特性が参入や進出に影響

を与えるかについて明らかにする。分析結果として、市場成長率の高い産業で参入が

起こりやすし 市場成長率の低し こりやすい傾向がみ ま

た、資本集約疫が進出に対して負の影響を与えることが示された。そ

構造や系搾取さiのように、我が璽において特徴的と震われている市場構逃が参入を懇

害する綴向はみられず、逆に、下誇構造が擁立する

結果となった。

ど参入や退出が盛んである

1. はじめに

近年、 「ベンチャービジネスj としづ言葉が紙捕者ケ賑わすように、起業家精神に

もとづいた新しい企業の議場が桂昌がされている。薮存の経請講造iこ変革が求持ら

れている現在、留や地方公共間捧によって創業支緩政擦が穣権的にすすめられる

ど、薪規企業の参入と括購への期待は少なくない。新規企業の参入は、人材や資本

などの生産要素の経請合理的な再配分につながるだけでなく、 Acsand Audretsch 

(1987)などが論じたように、腫用やイノベーションの澱泉として重要な役割

新規参入は市場に新たな技術や製品を生み出すことで新たな競争による

活性化を健すことから、既専の経諦構造の革新を挺進する輩婆な担い手として嬬持

されている。

その一方で、設が留の創業活動は、実際に辻長期的な樺諦績向が続いている10低

ヌド繍は、未発行論文、 Ho吋0，Y. (1999)“Entry imd exit in the Japanese manufacturing industries，" 
必1stituteof Policy and Planning Sciences， Discussion Paper Series， No恥 812，University ofTsukuba 
をどもとに加筆・修正して作成したものである。連絡先 E-mail:yhonjo縦割E口組cc‘chuo-u.ac.jp

1 阪本の創業活動の現状については、中小念紫色書(1998)などを参照。
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の高高額イヒがすすんでおり、加えて、 わたる不安定な景気状況など、新規

る関塞脅さな経境技況をさ長み指しかたず、市壌のダイナミズムの

じている。技訴の高化、 f警報イヒの議展iとともない創業時の設繍

く環境はより厳しいものとなっている。このような中、新規参入lとと

もなう新規産業・雇用創出を期待する観点からも、参入を取り巻く状況を認識する

ことは議襲と脅えよう。

我が菌製造業を対象に、新規参入や滋出に影響を与える要習を実証的

iこ分析する。これまでの我が置での先宥研究に加えて、新たな分軒結果をもと

どのようなき筆業持性が参入や退出iこ彰響会与えるかについて顎らかにしていく o

子

」 での産業認識識の分野では、 Bain(l956)以降、参入行動記寵する硬究が行

われてき 、参入や退出がまったく島出iこ行われるならば、企業が護得する

のような状況は起こら

みられる九産業間での

(参入障盤)の存在が考えら

超過的な手IJ調は消滅すると考えられる。しかし、

ず、また、紹i践的な利潤i土産業開や企業開でしばし

利潤率が異なる朝出の…っとして、参入を阻害する

れ、これまでの研究から、規模の経済性、必要資本畿の大きさ、広告集約度で測定

した製品議別化、技術、規制などの市場構造が参入陣織として考えられている3。実

際に、 Orr(1974)以降、数多くの実証分析が、参入と

造との欝捺を験結している40

これまでの実証分軒では、一設虫色iこ、産業部の参入は f韓参入率(grossentry 

と られる市場構

rate) Jと (net entry rate) Jの 2つの指諜を用いて測定されている。本

績での実証分析を行う前に、まず、との種参入率と

粗参入率GENTとは、観測期間中、市場に新たに参入し

あり

しておこう。

をとらえた指標で
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と定義する。ここで、 NEWは新規企業数(あるいは新規事業所数人 N_
1
は前期の企

業数(あるいは事業所数〉、 Dは前期からの観諜期爵をあらわす。 r建様誌、〈懇〉

率GEXTを
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2李IJ潤率の格差や持続性について、 Mueller (990)などを参照。

3 StiglerClヲ68)をはじめ、これらの華客間会議主入篠畿とみなすことに対する批判も多し、。

4 参入と市場構造に関する実証分析は、たとえば、 Geroskiand Schwalbach (1991)などを森岡県。また、

これまでの実証結果をまとめたサーベイ論文として、 Siegfriedand Evans (1994)などがある。
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と定義する。ここで、 EXITは迅出企業数〈あるいは退出事業所数)をどあらわす。

方、結参入曜とは、観諦期間中の市場iこ存在する とらえた指標であり

N恥 (;J万一1 (3) 

と定義する。ここで、 NI立今期の企業数(あるいは事業頭数}をあらわす会

我が国における参入の先行研究として、これまでにYamawaki(1991)、小問切・

本産(1995)な を対象iこ参入に影響を与える要因を3建設的に分析してき

これらの先行研究では、いずれも純参入率を用いて参入を測まさしている。しかし、

純参入率を用いた場合、参入と滋出とを糧殺して測定することになり、どのぐらい

盛んに参入が発生しているかをあらわすことにはならない50すなわち、純参入率を

いて参入の要慰安分析した場合、たとえ有意な結果を得たとしても、その腰間が

参入に影響を与えているのか、あるいは退出に彰響を与えているかを特定すること

はできない。単に企業数や事業所数の変色を分析するので誌なく、市場のダイナミ

ズムとして、務入に対する市場構瀧の童三響を分析する牟らば、純参入幕よりも粗参

入率の方が適切と欝えよう。一方、その哉の森)I i帯構木(1997)では、組参入率を用

いた分析が試みられている。

これまでの我が国における先行研究の分析結果を表 lにまとめておく 6。データソ

ースは、いずれも通商産業省〈現謀、経諦産業省)~工業統計表』である。全体的に、

市場成長率の高い産業での参入率は鴎く、また、資本集約的な産業での参入率は低

い結果が得られている。本稿で辻、議参入事を用いた新たな東証結果を提示し、こ

れまでの先行研究の主総統結果を含めた上で、投が国製造業にお汁る参入に影響を与

える要民iこついて論じていくことにする。

本稽の構成は以下の通りである。第 2震では、分析に用いたモデノレを説明する。

3欝では、本稿の分析iこ用いたヂータを説明する。第妥結では、いくつかのデー

タソ…スを用いて、参入と進出に彰響を与える要因についての推定結果を示す。

革また、Ros母nbaumand Lamort (1992)、Carree and Thuri孟(1996)、Fotopoulosand Spence (1998) 
など、多くの実設分析では、{粗}参入と(粗)退出との間に正の相関があることを示しており、 Geroski
(19詰めは、参入と退出との関に互の相関があると結論づけている。

62さらに、ごく最近でi士、Kawaiand Urata (2002)が、従業員規模別に参入に影響を与える婆図を分析

している。
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森JII.接木(1997)

総参入率

1990-1993 (c) 

++ 

について論乙る。

表 1 先行研究0)推定結果

Ya鐙 awa孟i(1991) 小沼窃・本tt(1995) 
議参入率 錦参入塁手

l979-1984 (p) 1988叫 1990(p) 

十 十

++ 十十

× 

mト÷

とめ、今後に残さ

参入

対象期間

手Ij調率(PCM)

市場成長率

規模

規模の経済性

資本集約度

資本装備率

広告集約度

規帝u(ダミー〉

5節では、

注)p iまパネルデ…夕、 cI立クロスセクションデータぜをあらわず. +十、一ーは、それぞれ定、負の影

響が示され、有重量水準 1%でほぼ有意な結果が得られたこと者どあらわず。+、ーは、それぞれlE， 負

の影響が示されたが、問機式によっては、有意水準 1%で有慾な結果を得られなかったことをあらわ

す。 XI土、ほとんど有議な絡F裂を得られなかったことをあらわず。なお、変数の定義は必ずしも一致

していないので、詳細の定豪華はそれぞれを参照すること内

モデル2. 

タを用しに影響を与える要霞について、本鎮で辻、参入と

的に分軒するためのそヂルさと説嘆する7。産業懇識論における伝統的な分析アプロ}

もとに参入が有われると考えており、参入後に期待される利チで誌、市場の手m禽
えば、参入は市場にお

ける過度な利潤を調整するはたらきをもつことになる。

いま、ある産業jの市場において参入や退出が発生しないレベノレの利潤率を「均

ど参入に影響を与えこれを〈とおく。この巧は、

ごとに異なると考える。

と呼び、衡利潤率J

jへの参入は、参入

もとに発生すると復定

ここで、

宅、および均欝科輯率Jl';

する。すなわち、産業jへの参入を邸宅とおき、 EN宅を可、 zJの関数と仮定して

邸宅 =j(Jl'; ，Jl';) 

あるが、ここで

とおく。

z;は新規企業が期待する

はz;を現在の利潤率毛、および市場成長率などの産業特性

潤が高ければ参入が粗きやすいことになる。別の視点から

(4) 

あり龍接的に観測すること

る市場講造iこょっ

後iこ新規企業が期待する李IJ瀦

{ベクトノレ)の罷数と

絞まをする。すなわち
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こでのモデルは、 Orr(l事?心、 Ge宜的主 (1的 1)のそデノレを参考にしているα

新規参入と潟出の昔十議分析

;
;
1
1
1
1
1
1
1
1
i
 



再=ゆか'j'X~) (5) 

とおく。また、可は仮想的な値であり、この値は産業特性 X~ (ベクトル)で決定され

るとし

1Z"~ = vrk) 
とおく。よって

(6) 

邸宅 =f(可巧)=f(!伶j. X~ }vr{x~ ))= g{1Z"j，xJ (7) 

とし、 EN宅を1Z"j とXj (ベクトル)の関数であらわす。ここで、 Xj
の要素は、 xj、xj

の要素の結合和とする。

ここでは、モデ、ノレを簡略化するために(7)式の関数を線形関数(アファイン関数)

と仮定して

EN毛 =α。 +α民 +α~Xj +uj (8) 

とおく。ここで、 α。は定数項、 qとα2(ベクトル)は推定する係数、 Ujは誤差項を

あらわす。また、 Tは転置をあらわす。この回帰式を推定し、 Xjの係数が正となっ

た要因は参入を誘発する要因(参入誘発要因)、係数が負となった要因は参入障壁と

みなし、どのような産業特性が参入に影響を与えるかについて明らかにしていく。

また、退出要因のモデルとして、産業jの退出をEXT，であらわし

町 =h(1Z"川) (9) 

として、 EXT， を1Z"j
および産業jの退出に影響を与える産業特性W

j
(ベクトル)の関

数としてあらわす。同様に

EXT， = so +β¥1Z"j + ß~Wj +vj (10) 

となる回帰式を推定し、退出に影響を与える要因を明らかにする。ここで、 Aは定

数項、 β1とβ'2(ベクトル)は推定する係数、 Vjは誤差項をあらわす。同様に、この

回帰式を推定し、どのような産業特性が退出に影響を与えるかについて明らかにし

ていく。

3. データ

本稿では、データソースとして、通商産業省『企業活動基本調査報告書』、同『工

業統計表』、総務庁統計局(現在、総務省統計局) W事業所統計調査報告』を利用し

た。これらのデータソースは、いずれも産業別に参入を測定することが可能である

が、それぞれに問題点があるため、これらのデータソースを併用して粗参入率と退

出率を測定し、参入と退出に影響を与える要因を分析してし、く。
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まず、 f企業活動基本調査報告書』を舟いて 1991-1994都度の粗参入率GENTを

求めた。 r企業活動基本調査報告書』は、 1992年および 1995年からは持年発刊さ

れている統計表であり、 『工業統計表』では入手できない総資藤、広告費、研究開

発費などのデ}グ者搭載している。また、 f企業活動基本額査報告書』では事業所

単位ではなく、企業単控で鵠まましているため、多角化なe::によって既存企業が薪し

く他分野に参入して事業所を設霊する場合は参入iこ合まれないことiこなるえさらに、

合勢、分割、組織変3をと分離して新規企業数を集針している。ただし、対象企業が

従業員数 50人以上かっ糞本金または出資金 3000万以上の会社に限定されているた

め、ある程度の規模をもった新規企業の参入を澱定することになる。加えて、業種

が 3析麗業分類〈小分類)をもとに再離した特別な産業分額が用いられており、細か

な藤幾分類には対応できない。なお、 F企業活動基本襲査報告書Jでは退出企業数

タは得られないので退出家は求められない。

次に、開業所統計調査報告jを用いて 1991 1994年の粧参入率GENTおよび退

出率 GEXT 合求めた。 r事業所統計裁まま報告~ Iま基本的iこ6年おきに発刊されてい

る統計畿であり、それ以外に『事業所名簿整備調査報告』によって新規事業所数お

よひ、退出事業所数のデータを搭載している。ただし、 『事業所統計調査報告』

本的に事業所単誌の調査のため、これを用いて参入を測定した場合、多角化などに

よって既梅企業が新しく地分野に参入して事業所を設撃する場合も参入に含まれる

ことになる。また、 r事業所統計調査報告』のデータは、事業所数、従業員数など

のヂータだけを掲載しており、それ以外のデータは他のデータソースを利用するし

かない。

最後に、 r工業読計制を用いて 1990叩 1993年の報参入率GENTおよび退出率

GEXT安求めた。 r工業統計表』は毎年発刊されている統計表であるが、通常、新

規事難所数あるいは新規企業数のデータを搭載していないため、一般的には粧参入

率の朝定は不可能である。しかし、森111・橘木(1997)が f工業統計表jのオリ

ノレデータを碍編加工して公表したことで、 1988加 1990年および 1990ャ 1993年に限

って新規事業所数およぴ退出事業所数のずータが入手可能と詰っている。ただし、

f工業統計表~ Iまf事業所統計謁査報告』問様、基本的に事業所単改め調査である。

また、総資産、広告費、誹究開発費などのデータが集計されておらず、産業特性を

測定するための十分なデータは入手できない。この点を詰まえて、産業特投につい

8ただし、既存企業が別会社を設立して参入した場合、参入に含まれることになる。

絞殺著書入と退出の計塗分析 1 1 I 



これらのデータソースを用いて、前述のそヂルを推定し、

でi士、前述の『企業活動基本調査報告書Jを用いて測定することにし

と退出に影響を与

える要菌を分析する。 (8)、(10)式の従購変数ENT、EXTI士、前述の粗参入率GENT

退出率GEXTをそれぞれ癌いる。また、独立変数は還を 2 とおりである。独立

変数は、総資産、広告費、研究開発費などのヂ…タをカパ…している『企業活動基

本調査報告書』のデータをもとに求めている。これらの強立変数について、盟果関

誌を考えて、 1992年の f企業活動基本爵査報告審Jのヂ…タを用いる。ただし、 f工

業統計表』を用いて種参入率を求めた白蟻式については、 f工業統計表jから?葬場

或長率および資本集約度が求められることから、これらの変数を手Ij態することにし

た。また、いくつかの強立変数が から得ていることか

ら、分析には、この産業分類で統一することにした。 w工業統計表』および F事業

所麓計調査報告』を用いて変数を求める場合、 f企業活動基本調査報告書』の産業

分類にあわせて再編加工している。

独立変数のうち、現実の利潤率1!jについて、 Orr(1974)など諸外爵のいくつかの

先行研究では資産を基準とした利潤率を用いているが、表 1の我が国の先行研究で

はプライスコストマージン(PriceCost Margin; PCM)を用いているえしかし、参

入が創業者たちによる という視点でとらえるならば、売上のうちの

どのくらいが利潤として得られるかより、むしろ投下した資本のうちどのくらいが

畿2 波数の説明

定義鶴一

m
m
m
t
m
m
IGRc 

KSc 

営業利益/総資援

(1994 
瞳窓喪産/売上高

データソース

『企業活動基本調査報告書』
『企業活動基本調査報告書J
『企業活動基本調査報告書』
『企業活動基本調査報告書』
『企業活動基本調査報告書』
f企業活動基本調査報告書』

1/3 -1 

年の製造品出荷額
E工業統計表j

注)年代の記裁のないものは、すべて殺害1年度のデ…夕、 IGHclま4人以上の事業所を対象と

KSclま30人以上の事業所告と対象としたデータ。

事これらの先行研究では、 f工業統計表Jを用いて利潤率を求めているが、 F工業統計表jか

あるいは自己資対立に関するデータは得られない。また、 PCMの分子にあたる策1]1霞は、単に f製造為出

から f章表材料出荷額号事」と f現金給与総額j をきiいて求めている。そのため、 PCMは磁界第j

112 8本経済研究 No.44. 2002. 3 



手IJj関として還ってくるかをもとに行動すると考えるべきであろう。その意味におい

て、現実の利潤率を測定する場合、究上高利潤事に相当する PCMよりも、総資本

利潤率あるいは自己資本利潤率など、資本lこ対する豹Ij~問事の方が、参入企業の行動

を決定する利調率の指標としては適切である。そのため、本稿では、現実の科翼率

として、総資産利潤率を用いることにした。変数民4f土、 f企業活動基本調査報告

の f営業科益j を f総資産j で言語つ ただし、この羽翼率辻あ

くまでも農事余業の鐸ている;fIJj費率であり、新鏡金繋が参入後iこ期待する李Ij護率で

あるとは議らない。むしろ、新規企業にとっては、その市場の:詩来性;こ期待して参

入ナると考えられるため、現実の利潤率に加えて、市場の成長性をあらわす市場或

も鶏立変数に加えている。

これまでの難業組織論の先行研究での結果を踏まえて、 どの参入に影

る産業特性を独立変数に加える。しかし、規模の経済性については、必要

タが存荘しない、あるいは秘匿されているなどの理由から、本稿の分析には

用いていない。また、規制については、その定義が難しく、また、 『企業活動基本

の産業分類で参入規制の影響を受けやすし ることが盟

難であるため、本構の分析には用いていない180 必要資本最の大きさについて、た

とえば、 Kes詰ides(I990)は、サンクコストが参入障聾と金り し、また、

となりCaves and Por総r(I976)は、サンクコストが退出を思害する喪服

持ると しかし、投下した資本のうち、どの程変、サンタコスト;こ詰って

いるかを線建することは撞めて難しい。そこで、とれまでの先特務究に命らって、

資本集約葉(K惑を用い、どの程震、資本集約的な産業であるかをとらえるにとどめ

た。また、 よび技荷レベノレの違いによる影響は、 (AD初お

よび研究開発集約成(RD)でとらえるととにした。これらの変数以外にも、『企業活

から入手可能なデータをもとに、我が闘において特徴的と

れている (SUBJおよび系列取引 (KE1)の産業構造の影響を分析するとと

にした。ここで、 とは、中小企業において、自社よりも は従業

員数の大き らの製造、加工または修理の委託を受けるととを指し、ま

f系列企業Jとは、

ている企業〉、

(ある企業の資本金または出資金の 50% し

(ある企業が資本金または出資金の 20%以上部撃をし

演芸容でなく、平均季IJi機怒号旨護食事長Tることになる。

10森)11-橘オて(1997)1土、幾綴ダミーそを変数として加えているが、規制が産業分類とは一致しないことか

ら、 4桁産業分類でも幾苦手j多義務ぜ念特定するのは難しいとしている。
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ている余業)会指す。

4. 推定結果

『企業活動藤本調査報告書』の産業分頼会もとに製造業 56業種のクロスセクショ

ン分析を行った。まず、 『企業活動基本概査報告書Jから求めた組参入率をもとに

(8)式を推定する。?をだし、新規参入が 1社もなかった産業が 31業種事寵したので、

通常の最小二乗法(ordinaryleast squares method; OL訟ではなく、ト…ピットモ

デル行'ype1 tobit modeDを用いて犠定する 110 トーピットモデルを用いた推定結

果を表 3Iこ示す。

ては求めてない。

したとおり、退出のデータが存在しないため、退出家iこつい

3の(i)では、独立変数として、 PA、1GB、K広 ADV-RD 

を用い、また、 (ii)では、我が固において特徴的と替われている市場構識をあらわ

す SUB.、KEIを加えた。次に、 『事業所統計調査報告』および 会為

ら求めた組参入惑と退期率をもとに、 OLS いて (8)、(10)式を議定する。それ

ぞれの推定結果を薮長、 Sに示す。強えて、 Ro総鳩山総総dLamort (1992)、Ca玄関e

表 3 f企業活動謀本親査報告書』、トーピットモデルを用いた推定結畏

Constant term 

PA 

1GB 

KS 

ADV 

RD 

SUB 

KEl 

(i) (ii) 

G'ENT GENT 
0.0007ω0.0030** 
(0.0011) (0.0012) 
-0.0029 0.0138 
(0.0133) (0.0126) 
0.00003 0.0027* 
(0.0019) (0.0016) 
-0.0023 0.0008 
(0.0020) (0.0020) 
0.0130 0.037君事本

(0.0147) (0.0165) 
0.0121 -0.0019 
(0.0091) (0.0086) 

105.0 

0.0077**本

(0.0019) 
0.0032* 

法〉括弧内は、White(1哲郎，ゆきのによる分散不均一伎での標準誤差の一致推定縁。料*、料、*

は、それぞれ南側 1%、5%、10%有意水準。.logLは、対数尤度。

11通常の回帰分析やポアソン回帰モデル令用いた推定も試みたが、特に良い総然は得られなかった。
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and Thurik(I996)、Fotopoulosand Spence (1998)など、多くの業経分析では、参

入と退出との聞にlEの格闘があること これらの行動が相互

に影響を与えるかについて分析してみる 12
0 W工業統計表』のデ…タから 1988-1990 

年の粗参入率和ENりと退出率(GE.nJを測定し、 Carreeand Thu地(1996)など

にならって、 SじR(seemingly国 rrelatedregre関知的を用いて推定する。推定結果を

表 61こ示す。表針。では、単iこ2つの密様式会議窓し、表6(ii)では、 GENT_
1
，G以7'..1

をき虫立変数に加えて誰定した。

現実の利潤率の係数がすべての田婦式で必ずしもlEとは推定結果として、

これならず、参入に対して現実の利潤率が有意に影響合与える結果を得ていない。

られタかが、実際のデまで、利潤をもとに参入が行われると考えられてき

いることカミら、

た京H関率はあくまでも既得企業が得ている税調率であり、新規企業がこの利潤率を

期待して参入するとは繰らないことも考えられる130 Highfield and Smiley (1987) 

としても、懸命な帯夜的新規が議じたように、たとえ業譲に題i量的な京J7璽が生

これを期待して参入するとi土、既存企業がこれらの利潤を享受すると

は限らない。その一方で、現出に対して、全体的に魚の影響を与えるf頃向がみられ

このことは、利潤本が低い市場での退出のインセンティブは高いことている。

ように、現実の科澗率が既脊企業のみに対唆しており、また、前述

し、必ずしもすべての部婚式で脊意な結果試簿て及ぼすことを支持している。

いない。

f事業所統計調査報告J者用いた推定結果を時き、次iこ、市場成長率について、

この結果は、いずれのヂータソ参入に対して有意にlEの影響を与える結果を得た。

これまでの我が国の先行スを用いた回帰式でも問機の結果を得ており、加

る。逆に、退出に対しロバストな結果と研究の結果と一致していることから、

て市場成長率が存意iこ負の影響を与える結果を得ている。すなわち、市場成長率の

参入が惹きにくい参入が麓きやすく、烹場成長率の怒し

これらのことから、これと逆のf重荷がみられる。ことになり、退出については、

場の成長・衰退にともなって、ダイナミズムの掠泉としての参入・退出が起きてい

ることが伺える。資本集約度については、一部の回帰式では、参入に対して有意に

12参入と退出のそれぞれの図録式に退出怒と糠参入率を加えて‘ 2段綾推定法(28工おおよび3段階幾主主

主訟(38LS)を用いて推定し、 8penc母ra滋dB告r註なき81)の t検定を用いでそれぞれの変数の外生設を検

慾したが、いずれも外生変数である仮設は泰裁できなかったα

13 ニ業統計君愛jから得たデータをもとに、 PCMを用いて現実の孝IJ潟喜界惑と求めて推定したが、有意な

総祭は得られなかった2
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表4 f事業所統計調悲報器i、OLSを用いた推定結果

Con串tantterm 

PA 

1GR 

KS 

ADV 

RD 

SUB 

KEI 

GENT 
0.0288本本*

(0.0076) 
-0. 1423 
(0. 1027) 
0.0256 
(0.0399) 
0.0166 
(0.0144) 
0.6657 
(0.4901) 

O. 1492 
(0.1104) 

0.3079 

GENT 

0.0232** 
(0.0111) 
山 0.0940
(0. 1096) 
0.0270 
(0.0393) 
0.0159 
(0.0194) 
0.6927 
(0.5253) 

0.0801 
(0. 1105) 
0.0015 
(0.0191) 
0~0209 

(0.0152) 

0.3045 

GEXT 

0.0658*** 
(0.0063) 

-0.2814*** 
(0.0745) 
0.0579* 
(0.0298) 

-0.0444*** 
(0.0096) 
0.2934 
(0.3866) 

0.0258 
(0.0954) 

0.3043 

GEXT 

0.0583*** 
(0.0081) 

-0.2941ネ**

(0.0787) 
-0.0595* 
(0.0308) 

ω0.0300*** 
(0.0121) 
0.3867 
(0.3733) 

0.0462 
(0. 1027) 

0.0367** 
(0噂 0158)
-0.0171 

0134) 

0.3497 

注)括弧内i土、'W1rite(1980)による分議室不均一位での標準誤差の一致推定量窃特*、料、料土、それ

ぞれ南側 1%、5%、10%有議室水媛、 Adj.R2は、自由度修正済み決定係数。

表 5

Constant term 

PA 

1GR 

KS 

ADV 

RD 

SUB 

KE1 

R2 

『二広灘統計表』、 OLSを用いた推定結果

(i) (ii) (iii) 

G!ENT GENT GEXT 
0.0450*** 0.0243** 0.0781*** 
(0. 0077) (0. 0096) (0. 0095) 
0.0218 0.1013 -0.0588 
(0.0851) (0.0716) (0.0942) 
0.0748*象 0.0755** -0.1007*** 
(0.0319) (0‘0274) (0.0329) 
-0.0294 -0.0124 -0.0861**察

(0.0201) (0.0174) (0.0181) 
0.0139 0.1867 0.0296 
(0蓑 1267) (0.1192) (0.2393) 
-0.0247 -0.1230 叩 0.1306
(0‘0852) (0.0752) (0盤。1955)

0.0499**家

(0.0185) 
0.0194 
(0.0155) 

O. 1401 0.3317 0.3024 

(iv) 

GEXT 

0.0603*** 
(0.0121) 
-0.0734 
(0. 1012) 

叩 O.1038*** 
(0.0355) 

-0.0550*** 
(0.0219) 
0.2392 
(0.1994) 
-0.1032 
(0.0979) 

0.0800*** 
(0.0206) 
-0.0316 
(0.0191) 

0.4860 

主主)括弧内i士、White(1980)による分散不均一性での標準誤差の一致推慾歳。*料、材、*は、それぞ

れ両側 1%、5%、10%有滋水準.Adj.がは、自由度修正済み決定係数。

負の影響がみられたが、全体的には有意な結果は得られなかっ その一方で、退
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出iこ対して、全体的に資本集約度が負のjl&響を与える頭売がみられた。このことか

ら、資本集約的な麗業からの退出が龍きιくく、投下資本の大きさによっては選出

の際に大き なり持ることが伺える。もし、資本集約的な市場でのサンクコ

ストは高いという傾向があるならば、 Cavesand Porter(1976)が論じたように、サ

ンタコストが退出を揚げることを示唆している。ただし、前述したとおり、資本集

約Z震が、どの程度、サンクコストをあらわしているかはわからない。

一方、広告集約肢について、参入に対して全体的に1Eの翼手響がみられるが、ほと

んど有意な結果は得られなかった。広告などによって製品差別記が進む市場では、

新規企業は麓~lJfとされた市場において追加的な室長期住のための投饗を必要とし、そ

のため、製品差民北詰参入障壁として考えられてきた。しかし、 Kessides(1991)が

じたように、広告は f需報」と「説待j の両方の効果があり、広告集約療の高い

市場では、新規企業は消費者に酪品を認知{説得)させることに対するリスク軽識の

メリットを事受できるかもしれない。事案、 Mayerand Chappell(1992)など、いく

つかの諜証分軒で、広告媒約度が参入iこ対して正の童三響を与える結果が示されてい

る。え主お、広告はしばしばサンクコストとなり得るので、 Cavesand Por総r(1976)

の考えにしたがえば、退出を阻害する饗[Z5;Iとしても考えられるが、本稿の分軒では、

退出に対する広告集約度による製品差別化の露響はみられなかった。

研究開発集約度について、棒、数の符号が特定されず、いずれの卦軒でも有意な結

とならなかった。務究開発集約震は、新規企業iこ対して初期時点でのお要資本藍

を高める効果があり、し試しば参入障援と考えられている。しかし、 Sleuwage沿 and

Dehandshutter (1991)など、いくつかの実証分析では研究開発集約肢が参入に有意

な影響を与えないことが来されており、本稿もi顎様に、有意な結果は得られなかっ

研究開発集約度がすすんだ産業では、新規企業は技締官得のために現存企業か

ら特許料などの議加的な費用を支払うために参入障重となり得る可能性があるが、

その一方で、新規企業i土、技術進棋にともなう新たなビジネスチャンスを期持する

かもしれない。

下摘構造および系列取引について、このような我が国特有の市場構造が諸外菌か

らしばしば非難の的になることがあるが、下請構造と系列取引の市場構造が参入を

阻害する要閣とはなり得ていない。逆iこ、下請構造については、参入に対して帯意

に1Eの霊長響がみられ、下議議議が確立している護軍業ほど参入と退出は繍んである額

向がみられる。この理由として、下請構造が擁立した市場では、比較的に規模の小

さい新規企業にとって、部品専門メーカーなど、寺寺{ヒ ッチ市場への参入の方
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表 6 ~工業統計表i 、 SUR を患いた推定結莱

Co闘 tantterm 

PA 

0.0450*** 
(0.0059) 
0.0218 

0.0137* 
(0.0074) 
-0.0064 
(0.0680) 

0.0377*** 
(0.0091) 

一O.1214 
(0.0916) 

1GB 

(0.0781) 
0.0748** 
(0.0323) 

0.0781** 
(0.0083) 
ωO剛 0588

(0. 1102) 
O. 1007** 
(0事 0455)

0.0810*** -0砂 1089*料

KS 

ADV 

BD 

GENT'l 

GEXT'l 

Adj. R2 

-0.0294** 
(0.0121) 
0.0139 
(0. 1179) 
叩 0.0247
(0.0571) 

0.2183 

-0.0861**象

(0.0171) 
0.0296 
(0阪 1663)
叩 O蜘 1306

(0‘0806) 

0.3659 

(0.0281) (0.0377) 
-0.0044 -0.0400** 
(0.0144) (0.0157) 
-0. 1945* 0.0575 
(0. 1084) (0. 1377) 

O. 1026* 一O.1461** 
(0.0541) (0.0667) 

0.6314**第

(0.0934) 
0.5041*** 
(0.0857) 

0.4021 0.55話3

注〉本輔、輔、科1にそれぞれ湾側 1%、5%、10%有意雲水。 Adj.R2f土、自由度修正済み決定係数。

が容易で、あり、このことは、下詰構造など我が閣の産業構造に適

が実際に参入 しているのかもしれない。欝うまでもなく、これは我が闘の参

入についての分析結果であり、この結果から、これらの市場構造が諸外調からの参

した訳ではない。入を睦害すること

最後に、参入と との関係について、去費 6より正の籍欝がみられる結果さと得て

おり、これまでの先行研究の一致した結果を得たαRosenbaumand Lamort (1992)、

Fotopoulos and Spence (1998)が論じたよう な参入が退出を生み出し、ま

た退出が新たに参入する余地を生み出すことが伺える。しかし、参入と過出が問様

の麗業特性の影響を焚けていることから、ある もつ産業では参入と進出

が超きやすく、結果として正の棺関がみられた可能性も撲る。

5.おわりに

本語では、我が国製造業を対象に、産業別ヂ…タ いて参入や退出

る要因を実証的に分析した。分析結果として、市場成長率の高い産業で参入が

'...りやすい一方、市場成蜂率の低い産業で退出が恕こりやすい傾向がみられた。ま

資本集約度が退出に対して負の影響を与えること

鵠構議や系搾取引のように、我が冨において特数約と
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を阻害する傾向はみられず、逆に、下請構造が確立する産業ほど参入や退出が盛ん

である結果となった。さらに、広告集約度および研究開発集約度の影響も分析した

が、これらの要因が明確に参入・退出に影響を与えることは示されなかった。

本稿の分析結果から、市場の成長・衰退にともない新規参入や退出が行われてお

り、需要の変化に呼応するように参入・退出が起きていることが伺える。また、下

請構造が進む市場での参入が起きやすいことから、このような市場構造に適した新

規企業が実際に参入を果たしやすいことも考えられる。その一方で、資本集約的な

産業では、参入・退出が起きにくい傾向がみられる。市場のダイナミズムとしての

参入・退出の促進を期待するならば、将来的に資本の高額化がすすむことを考える

と、資本市場がよりいっそう円滑に機能するための環境整備が必要かもしれない。

中小企業庁(1998) をはじめ、最近の白書・報告書で述べられているように、我

が国の過去および諸外国と比較して、現在の我が国の創業状況は極めて低調な傾向

が続いている。この理由として、本稿で取り扱った産業特性以外に、新規取引に対

する閉鎖的な商慣習なE、比較的にデータでとらえにくい要因の影響も見逃せない。

加えて、産業特性だけでなく、むしろ、個別の企業特性や経営者自身の属性の影響

も考えられる。事実、最近の産業組織論の実証分析では、参入後の企業(スタートア

ップ企業)の行動やパフォーマンスについて、個別の企業特性や起業家特性が影響を

与えることが示されており、単に市場構造だけで、企業の行動やパフォーマンスを説

明できないことを示唆している140 産業特性の側面だけでなく、企業および起業家

特性の側面の影響も含めて分析することは、新規参入の支援政策を考える際に、業

種あるいは個別企業のいずれのレベルでの支援政策が必要かを検討するための有益

な情報を提供するであろう 15。ただし、これらについては今後に残された課題とし

たい。

14たとえば、スタートアップ企業の退出や倒産について、 Audretschand Mahmood (1995)、 Honjo 

(2000)は、その産業における現実の利潤率の影響はなく、むしろ、企業特性などの影響を受けている

ことを示した。

15 企業や起業家単位で参入の分析を考えた場合、潜在的な参入者を特定できれば、その後に「参入したJ

あるいは「参入しなしリの情報をもとにロジットモデ、ルあるいはプロピットモデ、ルなどの質的応答モデ

ルで分析可能となるが、潜在的な参入者は無数に存在すると考えられ、対象を特定することが難しい。
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